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１ はじめに

日本の地域産業連関表は、経済産業局の所管地域を対象とする経済産業省地域産業連

関表、各都道府県を単位とする都道府県産業連関表、さらには政令指定都市を対象とす

る主要都市産業連関表から小地域を対象とする産業連関表まで、様々な表が作成され、

利用されるようになってきた。特に北海道から沖縄まですべての都道府県の１９９０年産業

連関表がそろうようになって以降、地域産業連関表に対する関心が高まってきた。

一般に、経済活動地域と行政地域とは必ずしも一致しない。産業連関分析で対象とす

る地域が小さくなると、外部地域への漏出が大きくなり、外部地域を取り込んだ産業連

関表を利用しない限り、内生的な効果の測定が難しくなる。分析に適した地域を対象と

した産業連関表を選択する必要がある。ところが、一次統計の多くが行政地域で集計さ

れるため、作成される産業連関表も行政地域を対象としたものにならざるを得ない。そ

こで、この間のギャップをいかに埋め合わせるかが問題となる。

地域間産業連関表の作成状況をみると、まず経済産業省作成の全国９地域間産業連関

表がある。また、全国と当該都道府県からなる２地域間産業連関表がある。これについ

ては各都道府県が自県表をベースに分析をするひとつの簡便な方法として利用され、例

えば新潟県、福岡県、兵庫県などの事例がある。また、同じ２地域間産業連関表ではあ

るが、東京都の産業連関表は本社機能を明示的に扱い、かつ東京都と他県との２地域間

表を独自に作成しているという点で特徴的である。そのほかの応用事例としては、近隣の

複数県を取り上げた東北地域間産業連関表、九州地域間産業連関表、階層的に地域間産

業連関表を作成する事例としては、全国・近畿圏・大阪府地域間産業連関表などがある。

また、県内を複数の地域に分割した上で地域間表を作成する愛媛県、三重県などがある。

このように地域間産業連関表は多彩であるが、その基礎となるのはやはり、全国表、

経済産業省地域表、および都道府県表であり、これらの産業連関表が高い精度で推計さ
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れていることが重要となる１。また、地域間産業連関表の作成には、地域間取引に関する

１次統計２が必要となってくる。経済産業省では地域間取引に関する特別調査として「商

品流通調査」や国土交通省の「貨物地域流動統計」などがある。これらは県間取引を集

計しているので、県内地域間の商品流動についてはなかなか情報が得にくい。

ここでは、現時点で最新である２０００年の愛知県・岐阜県・三重県の東海三県を対象と

した地域間産業連関表の作成についてまとめる。実際にはこれら３県を除いたその他県

をひとつの地域（以下では「その他県」と呼ぶ）として加えた４地域間産業連関表を作

成する。次節では、地域間産業連関表の作成の手順について概説し、３節で、作成した

地域間産業連関表から、各県の地域構造や地域間の連関の特徴について整理する。つい

で４節では、消費内生モデルによる波及効果について整理する。

２ ２０００年東海３県地域間産業連関表の作成

ここでは、２０００年東海３県地域間産業連関表の作成方法について述べる。

２．１ 部門の調整

作成の基礎となる産業連関表は２０００年の（１）全国１８８部門表、（２）愛知県１８７部門表、

（３）岐阜県１８６部門表、（４）三重県１８６部門表である。これらの表は原則として全国産業連関

表の統合小分類という部門分類に対応しているが、表１に示した所がそれぞれ対応して

いない。ひとつは「３５２１ トラック・バス・その他の自動車」と「３５３１ 二輪自動車」で

ある。岐阜県、三重県表では両者が別の部門として扱われているが、愛知県表では統合

されているため、ここではこの部門を一つに統合する。第２は「７１３１ 自家輸送（旅客

自動車）」「７１３２ 自家輸送（貨物自動車）」についてである。岐阜県と三重県ではこれら

の自家輸送が仮設部門として定義されていない。そこで、全国表と愛知県表についても、

仮設部門として別掲されている二つの自家輸送部門を個別の部門の投入の中に割り戻す

１ 都道府県表の比較と評価については、すべての都道府県表がそろった１９９０年表以降なされており、平成２
（１９９０）年表については大平・吉田・中川（１９９７）、平成７（１９９５）年表については山田・朝日（２００２）、平成
１２（２０００）年表については朝日・山田（２００７）がある。これらによると各都道府県表の生産額合計値は全国
表の生産額合計値と数％程度の乖離があり、この乖離は減少傾向にあること。しかし、部門別生産額で比較
するとその乖離の程度は大きい部門があること。また、各都道府県表の部門別移出入合計は理論的には０と
なるはずであるが、かなり乖離幅があることなどの課題も指摘されている。もちろん、比較に際しては、各
都道府県の産業連関表は部門の概念・定義がところどころ異なる所があることに注意する必要がある。

２ 経済産業省では地域間取引に関する特別調査として「商品流通調査」が実施されており、商品部門につい
ては都道府県間の取引がこれより推計され、経済産業省の地域表及び地域間表の作成や、各都道府県の輸移
出の推計の基礎資料として活用されている。この調査は一般に公表されているものではないため、誰もが利
用できる統計ではない。また、地域間の商品の移動については国土交通省の「貨物地域流動統計」では、３２
品目分類で府県相互間輸送トン数の情報が得られる。
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ことにした。また、「９４０３ 資本減耗引当（社会資本等減耗分）」の項目が岐阜県では推

計されていないため、この項目は削除することにした３。この結果内生部門の数が減少し

１８５部門表としてそれぞれの表を整理した（部門については表２を参照）。

以上の統合・調整後の１８５部門表により全国表から愛知県表、岐阜県表、三重県表を控

除して、その他県表を求めた。

２．２ 地域間交易の推計

つぎに、部門別県間移出入について述べる。地域間産業連関表を作成するには部門別

地域間交易額に関する推計をする必要がある。ここでは、その推計方法について説明す

る。

表３は、ある部門の東海３県およびその他県間の交易を表す。公表されている産業連

関表からは、愛知県、岐阜県、三重県の移出および移入のデータ（表３の○印）が利用

可能である。これは１８５部門のレベルで得られることになる。なお、その他県の移出、移

入はその他県内の交易を無視すれば、東海３県に対する移出、移入（表３の△印）であ

るから、それぞれ東海地域産業連関表４の移入、移出に対応することを考慮すると、この

産業連関表の移入と移出のデータが利用可能となる。ただし、公表されている東海地域

産業連関表は１８５部門ではなく５２部門表のみとなっている。従って、１８５部門で地域間交易

を推計しようとするとこの額も一定の推計が必要となる。また、表３の対角部分は定義

上、地域間交易がないので０となるが、非対角部分（表３の×印）は直接データが得ら

れず、何らかの方法で推計しなくてはならない。

３ 結果として、最終需要の一般政府消費支出（社会資本減耗分）も削除してバランスをとることになる。ま
た、三重県表については資本減耗（社会資本減耗分）合計と最終需要の一般政府消費支出（社会資本減耗分）
合計とが一致していないため、 投入側から計算した県内生産額に 産出側の県内生産額合わせるため、
一般政府消費支出（社会資本減耗分）の補正後、調整項目を立ててバランス調整をした。

４ 中部経済産業局が東海３県を対象とした２０００年東海地域産業連関表を作成、公表している。

１８８→１８５ 部門名 全国１８８ 愛知１８７ 岐阜１８６ 三重１８６ 備考
３５２１ トラック・バス・その他の自動車 ２３６４２５１ ９３１１４７ ０ ４１６５５

統合
３５３１ 二輪自動車 ６２９８６１ ‐ ０ ０
７１３１ 自家輸送（旅客自動車） ６０５３０９７ ３９８３４０ － －

各部門に配分
７１３２ 自家輸送（貨物自動車） ３７００８１４ ２３５６４４ － －

９４０３
資本減耗引当
（社会資本等減耗分）

１２２１３９１８ ５２９８６０ － １６０２００ 項目削除

表１ 統合小分類の部門分類の対応関係の調整

２０００年東海３県地域間産業連関表の作成
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統一分類 統合小分類（１８５部門） 統一分類 統合小分類（１８５部門） 統一分類 統合小分類（１８５部門）
１ ０１１１ 穀類 ８１ ２６２１ 熱間圧延鋼材 １６１ ７３２１ 放送
２ ０１１２ いも・豆類 ８２ ２６２２ 鋼管 １６２ ８１１１ 公務（中央）
３ ０１１３ 野菜 ８３ ２６２３ 冷延・めっき鋼材 １６３ ８１１２ 公務（地方）
４ ０１１４ 果実 ８４ ２６３１ 鋳鍛造品 １６４ ８２１１ 学校教育
５ ０１１５ その他の食用作物 ８５ ２６４９ その他の鉄鋼製品 １６５ ８２１３ 社会教育・その他の教育
６ ０１１６ 非食用作物 ８６ ２７１１ 非鉄金属製錬・精製 １６６ ８２２１ 学術研究機関
７ ０１２１ 畜産 ８７ ２７１２ 非鉄金属屑 １６７ ８２２２ 企業内研究開発
８ ０１３１ 農業サービス ８８ ２７２１ 電線・ケーブル １６８ ８３１１ 医療
９ ０２１１ 育林 ８９ ２７２２ その他の非鉄金属製品 １６９ ８３１２ 保健
１０ ０２１２ 素材 ９０ ２８１１ 建設用金属製品 １７０ ８３１３ 社会保障
１１ ０２１３ 特用林産物（含狩猟業） ９１ ２８１２ 建築用金属製品 １７１ ８３１４ 介護
１２ ０３１１ 海面漁業 ９２ ２８９１ 暖厨房装置 １７２ ８４１１ その他の公共サービス
１３ ０３１２ 内水面漁業 ９３ ２８９９ その他の金属製品 １７３ ８５１１ 広告
１４ ０６１１ 鉄鉱石 ９４ ３０１１ 原動機・ボイラー １７４ ８５１２ 調査・情報サービス
１５ ０６２１ 窯業原料鉱物 ９５ ３０１２ 運搬機械 １７５ ８５１３ 物品賃貸業（除貸自動車業）
１６ ０６２２ 砂利・砕石 ９６ ３０１３ 冷凍機・温湿調整装置 １７６ ８５１４ 貸自動車業
１７ ０６２９ その他の非金属鉱物 ９７ ３０１９ その他の一般産業機械 １７７ ８５１５ 自動車修理
１８ ０７１１ 石炭 ９８ ３０２１ 建設・鉱山機器 １７８ ８５１６ 機械修理
１９ ０７２１ 原油・天然ガス ９９ ３０２２ 化学機械 １７９ ８５１９ その他の対事業所サービス
２０ １１１１ と畜 １００ ３０２３ 産業用ロボット １８０ ８６１１ 娯楽サービス
２１ １１１２ 畜産食料品 １０１ ３０２４ 金属加工・工作機械 １８１ ８６１２ 飲食店
２２ １１１３ 水産食料品 １０２ ３０２９ その他の特殊産業用機械 １８２ ８６１３ 旅館・その他の宿泊所
２３ １１１４ 精穀・製粉 １０３ ３０３１ その他の一般機械器具及び部品 １８３ ８６１９ その他の対個人サービス
２４ １１１５ めん・パン・菓子類 １０４ ３１１１ 事務用機械 １８４ ８９００ 事務用品
２５ １１１６ 農産保存食料品 １０５ ３１１２ サービス用機器 １８５ ９０００ 分類不明
２６ １１１７ 砂糖・油脂・調味料類 １０６ ３２１１ 民生用電気機械 １８６ ９０９９ 内生部門計
２７ １１１９ その他の食料品 １０７ ３２１２ 電気音響機器部分品 １８７ ９１１０ 家計外消費支出（行）
２８ １１２１ 酒類 １０８ ３３１１ 電子計算機・同付属装置 １８８ ９３１１ 賃金・俸給
２９ １１２９ その他の飲料 １０９ ３３２１ 通信機械 １８９ ９３１２ 社会保険料（雇用主負担）
３０ １１３１ 飼料・有機質肥料（除別掲） １１０ ３３３１ 電子応用装置 １９０ ９３１３ その他の給与及び手当
３１ １１４１ たばこ １１１ ３３３２ 電気計測器 １９１ ９４０１ 営業余剰
３２ １５１１ 製糸・紡績 １１２ ３３４１ 半導体素子・集積回路 １９２ ９４０２ 資本減耗引当
３３ １５１２ 織物 １１３ ３３５９ 電子部品 １９３ ９４０４ 間接税（除関税・輸入品商品税）
３４ １５１３ ニット製品 １１４ ３４１１ 重電機器 １９４ ９４０５ （控除）経常補助金
３５ １５１４ 染色整理 １１５ ３４２１ その他の電気機器 １９５ ９５００ 粗付加価値部門計
３６ １５１９ その他の繊維工業製品 １１６ ３５１１ 乗用車 １９６ ９７００ 県内生産額
３７ １５２１ 衣服 １１７ ３５２１ その他の自動車
３８ １５２２ その他の衣服・身の回り品 １１８ ３５４１ 自動車部品・同付属品
３９ １５２９ その他の繊維既製品 １１９ ３６１１ 船舶・同修理
４０ １６１１ 製材・合板・チップ １２０ ３６２１ 鉄道車両・同修理
４１ １６１９ その他の木製品 １２１ ３６２２ 航空機・同修理 １８６ ９０９９ 内生部門計
４２ １７１１ 家具・装備品 １２２ ３６２９ その他の輸送機械 １８７ ９１１０ 家計外消費支出
４３ １８１１ パルプ １２３ ３７１１ 光学機械 １８８ ９１２１ 家計消費支出
４４ １８１２ 洋紙・和紙 １２４ ３７１２ 時計 １８９ ９１２２ 対家計民間非営利団体消費支出
４５ １８１３ その他の紙 １２５ ３７１９ その他の精密機械 １９０ ９１３１ 一般政府消費支出
４６ １８２１ 紙製容器 １２６ ３９１１ 玩具・運動用品 １９１ ９１４１ 県内総固定資本形成（公的）
４７ １８２９ その他の紙加工品 １２７ ３９１９ その他の製造工業製品 １９２ ９１４２ 県内総固定資本形成（民間）
４８ １９１１ 出版・印刷 １２８ ３９２１ 再生資源回収・加工処理 １９３ ９１５０ 在庫純増
４９ ２０１１ 化学肥料 １２９ ４１１１ 住宅建築 １９４ ９２００ 県内最終需要計
５０ ２０２１ ソーダ工業製品 １３０ ４１１２ 非住宅建築 １９５ ９２１０ 県内需要合計
５１ ２０２９ その他の無機化学基礎製品 １３１ ４１２１ 建設補修 １９６ ９２１１ 輸出
５２ ２０３１ 石油化学基礎製品 １３２ ４１３１ 公共工事 １９７ ９２１２ 輸出（直接購入）
５３ ２０３２ 有機化学中間製品 １３３ ４１３２ その他の土木建設 １９８ ９２１３ 調整項
５４ ２０３３ 合成ゴム １３４ ５１１１ 電力 １９９ ９２２０ 輸出計
５５ ２０３９ その他の有機化学基礎製品 １３５ ５１２１ 都市ガス ２００ ９２３０ 移出
５６ ２０４１ 合成樹脂 １３６ ５１２２ 熱供給業 ２０１ ９２４０ 移輸出計
５７ ２０５１ 化学繊維 １３７ ５２１１ 水道 ２０２ ９３００ 最終需要計
５８ ２０６１ 医薬品 １３８ ５２１２ 廃棄物処理 ２０３ ９３５０ 需要合計
５９ ２０７１ 石けん・界面活性剤・化粧品 １３９ ６１１１ 卸売 ２０４ ９４１１ （控除）輸入
６０ ２０７２ 塗料・印刷インキ １４０ ６１１２ 小売 ２０５ ９４１２ （控除）輸入（直接購入）
６１ ２０７３ 写真感光材料 １４１ ６２１１ 金融 ２０６ ９４１３ （控除）関税
６２ ２０７４ 農薬 １４２ ６２１２ 保険 ２０７ ９４１４ （控除）輸入品商品税
６３ ２０７９ その他の化学最終製品 １４３ ６４１１ 不動産仲介及び賃貸 ２０８ ９４２０ （控除）輸入計
６４ ２１１１ 石油製品 １４４ ６４２１ 住宅賃貸料 ２０９ ９４３０ （控除）移入
６５ ２１２１ 石炭製品 １４５ ６４２２ 住宅賃貸料（帰属家賃） ２１０ ９４４０ （控除）移輸入計
６６ ２２１１ プラスチック製品 １４６ ７１１１ 鉄道旅客輸送 ２１１ ９５００ 最終需要部門計
６７ ２３１１ タイヤ・チューブ １４７ ７１１２ 鉄道貨物輸送 ２１２ ９７００ 県内生産額
６８ ２３１９ その他のゴム製品 １４８ ７１２１ 道路旅客輸送
６９ ２４１１ 革製履物 １４９ ７１２２ 道路貨物輸送
７０ ２４１２ なめし革・毛皮・その他の革製品 １５０ ７１４１ 外洋輸送
７１ ２５１１ 板ガラス・安全ガラス １５１ ７１４２ 沿海・内水面輸送
７２ ２５１２ ガラス繊維・同製品 １５２ ７１４３ 港湾運送
７３ ２５１９ その他のガラス製品 １５３ ７１５１ 航空輸送
７４ ２５２１ セメント １５４ ７１６１ 貨物運送取扱
７５ ２５２２ 生コンクリート １５５ ７１７１ 倉庫
７６ ２５２３ セメント製品 １５６ ７１８１ こん包
７７ ２５３１ 陶磁器 １５７ ７１８９ その他の運輸付帯サービス
７８ ２５９９ その他の窯業・土石製品 １５８ ７３１１ 郵便
７９ ２６１１ 銑鉄・粗鋼 １５９ ７３１２ 電気通信
８０ ２６１２ 鉄屑 １６０ ７３１９ その他の通信サービス

表２ １８５部門統合小分類の部門定義
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はじめに、その他県の移出と移入の推計、次いで次項で非対角部分の交易を推計につ

いて説明する。

ある部門の地域間交易については、次のような定義式が成り立つ。

����������������������� ・・・・ （１）

ここで��、��は愛知県の移出と移入、��、��は岐阜県の移出と移入、��、��は三重

県の移出と移入、��、��はその他県の移出と移入を表す。��、��を推計するには、こ

の関係式を満たすようにしなくてはならない。すなわち、

�������������������������� ・・・・ （２）

とならなくてはならない。ここで、右辺のデータはすべてあるので、その他県の純移出

がこの式を満たすように��、��を決めなくてはならない。

ここでは、その他地域の移入は東海３県からの移出であることを考慮して、

����	
	��	�
��
��
��

より求める。ここで、�	は当該部門の移出・生産比率、
	は東海３県の生産額を表す。

とすると、その他県の移出は（２）式を満たすように求めればよい。すなわち、

������������������������� ・・・・ （３）

もちろんここでは移出・生産比率�	は５２部門でしか得られないので、生産額が部門別

に与えられても、東海３県の移出額（すなわちその他県の移入額）は正確には求められ

移入

愛知 岐阜 三重 その他 合計

移出 愛知 ０ × × × ○

岐阜 × ０ × × ○

三重 × × ０ × ○

その他 × × × ０ △

合計 ○ ○ ○ △

表３ 地域間産業連関表の地域間交易のデータ利用可能性

○ …… 各都道府県表移出、移入

△ …… 東海地域表移入、移出

× …… 推計対象

２０００年東海３県地域間産業連関表の作成
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ない。１８５部門の移出・生産比率と５２部門の移出・生産比率が同じならば良いが、異なれ

ば推計される移出入共に偏りがあることになる。また、

������������� ・・・ （４）

������������� ・・・ （５）

も同時に満たす必要がある。これは東海３県内での交易が負とならないための条件であ

る。そこで、

����	
�
��	
����������

なる修正係数�を導入して、（４）（５）式を満たすように移入、移出を推計していくこ

とにした。ここで合理的な�の決定方法が重要となるが、現在は���を初期値として試

行錯誤的な方法でこの値を修正している。この方法はここに恣意性が入るという欠点が

あり、改善の余地がある。

２．３ 県間取引の推計

県間取引推計額の合計はそれぞれ移出入額と一致しなくてはならない。すでに各県・

地域の移出合計額と移入合計額は決定されたので、次は県間取引を推計する。県間取引

額��は、移出に対する比率、移出率を
�として、

���
���

より求める。移出率
�は、初期値を与えて RAS法により推計した。初期値としては、２０００

年商品流通調査（経済産業省の産業連関表特別調査）の情報を利用するのが望ましい。

なお、商品流通調査は製造工業品のみを対象にしているので、農林水産品、鉱業品、お

よびサービスに関する地域間交易については別途情報を得る必要がある。

ここでは部門の対応が荒いが、山田（２００３）の１９９５年中部５県間産業連関表（４６部門表）

の地域間移出率を初期値として採用することにした５。表４は、その RAS法の収束回数を

表す。いくつかの部門でかなり大きな収束回数となっているが、多くは、数十回の範囲

で収束している。表５は推定された地域間交易のマトリックスの一部である。ここでは

輸送機械関係の７部門と対事業所サービスと対個人サービスに関する７部門の値を例示

５ 山田（２００３）では、農林水産品、鉱業品では国土交通省の「貨物地域流動調査」、製造工業品については経
済産業省「商品流通調査」集計値、その他サービス部門について、商品部門の地域間交易額のパターンを初
期値として利用している。
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統一分類 統合小分類（１８５部門） 収束回数 統一分類 統合小分類（１８５部門） 収束回数 統一分類 統合小分類（１８５部門） 収束回数
１ ０１１１ 穀類 ７４ ７１ ２５１１ 板ガラス・安全ガラス ６８ １４１ ６２１１ 金融 １４
２ ０１１２ いも・豆類 ３２ ７２ ２５１２ ガラス繊維・同製品 １９ １４２ ６２１２ 保険 １６
３ ０１１３ 野菜 ３２ ７３ ２５１９ その他のガラス製品 ２７ １４３ ６４１１ 不動産仲介及び賃貸 ２２
４ ０１１４ 果実 １１１ ７４ ２５２１ セメント ２４ １４４ ６４２１ 住宅賃貸料 ３５９
５ ０１１５ その他の食用作物 １７ ７５ ２５２２ 生コンクリート ２２ １４５ ６４２２ 住宅賃貸料（帰属家賃） －
６ ０１１６ 非食用作物 ３５７８ ７６ ２５２３ セメント製品 １７３ １４６ ７１１１ 鉄道旅客輸送 ２９
７ ０１２１ 畜産 ２３ ７７ ２５３１ 陶磁器 ３６ １４７ ７１１２ 鉄道貨物輸送 １９
８ ０１３１ 農業サービス ３３５９３ ７８ ２５９９ その他の窯業・土石製品 ３６ １４８ ７１２１ 道路旅客輸送 ２７
９ ０２１１ 育林 ２ ７９ ２６１１ 銑鉄・粗鋼 ７ １４９ ７１２２ 道路貨物輸送 １８
１０ ０２１２ 素材 ３４ ８０ ２６１２ 鉄屑 － １５０ ７１４１ 外洋輸送 －
１１ ０２１３ 特用林産物（含狩猟業） １９ ８１ ２６２１ 熱間圧延鋼材 ２０９ １５１ ７１４２ 沿海・内水面輸送 ２４
１２ ０３１１ 海面漁業 ３０ ８２ ２６２２ 鋼管 ２ １５２ ７１４３ 港湾運送 ２５
１３ ０３１２ 内水面漁業 ２４ ８３ ２６２３ 冷延・めっき鋼材 １５ １５３ ７１５１ 航空輸送 ３１
１４ ０６１１ 鉄鉱石 １８ ８４ ２６３１ 鋳鍛造品 ３７ １５４ ７１６１ 貨物運送取扱 １７
１５ ０６２１ 窯業原料鉱物 １９ ８５ ２６４９ その他の鉄鋼製品 ４７ １５５ ７１７１ 倉庫 １６
１６ ０６２２ 砂利・砕石 １９ ８６ ２７１１ 非鉄金属製錬・精製 ３３ １５６ ７１８１ こん包 －
１７ ０６２９ その他の非金属鉱物 ４８ ８７ ２７１２ 非鉄金属屑 － １５７ ７１８９ その他の運輸付帯サービス ３０
１８ ０７１１ 石炭 ２ ８８ ２７２１ 電線・ケーブル ６９ １５８ ７３１１ 郵便 １７
１９ ０７２１ 原油・天然ガス － ８９ ２７２２ その他の非鉄金属製品 ３５ １５９ ７３１２ 電気通信 １３３
２０ １１１１ と畜 ４２ ９０ ２８１１ 建設用金属製品 ３１ １６０ ７３１９ その他の通信サービス ４５
２１ １１１２ 畜産食料品 ２２ ９１ ２８１２ 建築用金属製品 ４３ １６１ ７３２１ 放送 ２
２２ １１１３ 水産食料品 ２０ ９２ ２８９１ 暖厨房装置 ７３ １６２ ８１１１ 公務（中央） －
２３ １１１４ 精穀・製粉 １２９ ９３ ２８９９ その他の金属製品 ２８ １６３ ８１１２ 公務（地方） －
２４ １１１５ めん・パン・菓子類 ４３ ９４ ３０１１ 原動機・ボイラー ４７ １６４ ８２１１ 学校教育 １９
２５ １１１６ 農産保存食料品 ２２ ９５ ３０１２ 運搬機械 ６４ １６５ ８２１３ 社会教育・その他の教育 ２
２６ １１１７ 砂糖・油脂・調味料類 ９１ ９６ ３０１３ 冷凍機・温湿調整装置 ２３ １６６ ８２２１ 学術研究機関 ４３
２７ １１１９ その他の食料品 ５０ ９７ ３０１９ その他の一般産業機械 ４１ １６７ ８２２２ 企業内研究開発 －
２８ １１２１ 酒類 ３２ ９８ ３０２１ 建設・鉱山機器 ３０ １６８ ８３１１ 医療 １
２９ １１２９ その他の飲料 ２６ ９９ ３０２２ 化学機械 ３４８ １６９ ８３１２ 保健 １
３０ １１３１ 飼料・有機質肥料（除別掲） ６６ １００ ３０２３ 産業用ロボット ２ １７０ ８３１３ 社会保障 －
３１ １１４１ たばこ ３０ １０１ ３０２４ 金属加工・工作機械 ４３ １７１ ８３１４ 介護 －
３２ １５１１ 製糸・紡績 ８４ １０２ ３０２９ その他の特殊産業用機械 ３５ １７２ ８４１１ その他の公共サービス ２２
３３ １５１２ 織物 ６８ １０３ ３０３１ その他の一般機械器具及び部品 ２６ １７３ ８５１１ 広告 １８
３４ １５１３ ニット製品 ３２ １０４ ３１１１ 事務用機械 ４８ １７４ ８５１２ 調査・情報サービス ４
３５ １５１４ 染色整理 １８ １０５ ３１１２ サービス用機器 ２９ １７５ ８５１３ 物品賃貸業（除貸自動車業） ３０
３６ １５１９ その他の繊維工業製品 ３１ １０６ ３２１１ 民生用電気機械 ８９ １７６ ８５１４ 貸自動車業 ２３
３７ １５２１ 衣服 ３２ １０７ ３２１２ 電気音響機器部分品 ３０ １７７ ８５１５ 自動車修理 ４５
３８ １５２２ その他の衣服・身の回り品 ３４ １０８ ３３１１ 電子計算機・同付属装置 ２ １７８ ８５１６ 機械修理 ２１
３９ １５２９ その他の繊維既製品 ２７ １０９ ３３２１ 通信機械 ５３ １７９ ８５１９ その他の対事業所サービス ５９
４０ １６１１ 製材・合板・チップ １１８ １１０ ３３３１ 電子応用装置 ４１ １８０ ８６１１ 娯楽サービス ４１
４１ １６１９ その他の木製品 ９７ １１１ ３３３２ 電気計測器 ６３９ １８１ ８６１２ 飲食店 ４４
４２ １７１１ 家具・装備品 ２２ １１２ ３３４１ 半導体素子・集積回路 １５ １８２ ８６１３ 旅館・その他の宿泊所 ２２
４３ １８１１ パルプ ２８ １１３ ３３５９ 電子部品 ３６ １８３ ８６１９ その他の対個人サービス １８
４４ １８１２ 洋紙・和紙 ２３ １１４ ３４１１ 重電機器 １１０ １８４ ８９００ 事務用品 －
４５ １８１３ その他の紙 ６６ １１５ ３４２１ その他の電気機器 ２０ １８５ ９０００ 分類不明 －
４６ １８２１ 紙製容器 ５０ １１６ ３５１１ 乗用車 ４８５ １８６ ９０９９ 内生部門計
４７ １８２９ その他の紙加工品 ４１ １１７ ３５２１ その他の自動車 １２３
４８ １９１１ 出版・印刷 ３７ １１８ ３５４１ 自動車部品・同付属品 ３６
４９ ２０１１ 化学肥料 １９６０ １１９ ３６１１ 船舶・同修理 １４０
５０ ２０２１ ソーダ工業製品 ２３ １２０ ３６２１ 鉄道車両・同修理 ２４
５１ ２０２９ その他の無機化学基礎製品 ２２ １２１ ３６２２ 航空機・同修理 ２３
５２ ２０３１ 石油化学基礎製品 ５０ １２２ ３６２９ その他の輸送機械 ２８
５３ ２０３２ 有機化学中間製品 ４７ １２３ ３７１１ 光学機械 ３５
５４ ２０３３ 合成ゴム ２５ １２４ ３７１２ 時計 ２７
５５ ２０３９ その他の有機化学基礎製品 ３２３ １２５ ３７１９ その他の精密機械 ８４
５６ ２０４１ 合成樹脂 ２４ １２６ ３９１１ 玩具・運動用品 ４２
５７ ２０５１ 化学繊維 ３６ １２７ ３９１９ その他の製造工業製品 ４３
５８ ２０６１ 医薬品 ３２ １２８ ３９２１ 再生資源回収・加工処理 ２５
５９ ２０７１ 石けん・界面活性剤・化粧品 ３４ １２９ ４１１１ 住宅建築 －
６０ ２０７２ 塗料・印刷インキ ２７ １３０ ４１１２ 非住宅建築 －
６１ ２０７３ 写真感光材料 １９ １３１ ４１２１ 建設補修 －
６２ ２０７４ 農薬 ２３ １３２ ４１３１ 公共工事 －
６３ ２０７９ その他の化学最終製品 ２８ １３３ ４１３２ その他の土木建設 －
６４ ２１１１ 石油製品 ２７ １３４ ５１１１ 電力 ２８
６５ ２１２１ 石炭製品 ２８ １３５ ５１２１ 都市ガス １２
６６ ２２１１ プラスチック製品 ３４ １３６ ５１２２ 熱供給業 ２
６７ ２３１１ タイヤ・チューブ ３７ １３７ ５２１１ 水道 １
６８ ２３１９ その他のゴム製品 ５８ １３８ ５２１２ 廃棄物処理 ２
６９ ２４１１ 革製履物 ３９ １３９ ６１１１ 卸売 ６３
７０ ２４１２ なめし革・毛皮・その他の革製品 ２７ １４０ ６１１２ 小売 ２４

表４ RAS法収束計算における収束回数

２０００年東海３県地域間産業連関表の作成
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している。特に対事業所サービスおよび対個人サービスの地域間交易では、愛知県の産

業連関表が移出と移入を別々に推計するのではなく純移出の値を推計し、その値が正で

あるときは移出に、負であるときは移入に計上するという方法をとっているため、交易

が移出または移入に限定されてしまうが、ここではこのまま交易マトリックスを推計す

ることにした６。

６ 愛知県統計課からは、産業連関表において純移出を計上し、移出、移入を推計しないのは、基礎となる一
次統計が得られないためという回答を得た。サービス関係の移出入に関する基礎統計の不足は事実である
が、今後の一定の改善・工夫が期待される。

３５１１ 乗用車 ８５１５ 自動車修理
愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計 愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計

愛知県 ０ ７３２ １１９８２ ２３０３５９２ ２３１６３０６ 愛知県 ０ ４７１８ ０ １４５７１０ １５０４２８
岐阜県 ０ ０ ０ ０ ０ 岐阜県 ０ ０ ０ １１５ １１５
三重県 １９４８ １５９ ０ ３７１５０１ ３７３６０８ 三重県 ０ ０ ０ ０ ０
その他県 ２１７４９５ ４０７１７ ２６１７２０ ０ ５１９９３２ その他県 ０ １９９３６ ０ ０ １９９３６
合計 ２１９４４３ ４１６０８ ２７３７０２ ２６７５０９３ ３２０９８４６ 合計 ０ ２４６５３ ０ １４５８２６ １７０４７９

３５２１ その他の自動車 ８５１６ 機械修理
愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計 愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計

愛知県 ０ ３８７ １２６２９ ５０５９８３ ５１８９９９ 愛知県 ０ ４５２３ ７４０５ ２１４４８ ３３３７６
岐阜県 ０ ０ ０ ０ ０ 岐阜県 ０ ０ ７１ ２６２ ３３３
三重県 １４５９１ １１ ０ １０５５０ ２５１５２ 三重県 ０ ０ ０ ０ ０
その他県 ６６１４４ １１３ １４４８ ０ ６７７０５ その他県 ０ ２７１１８ ６１４７７ ０ ８８５９５
合計 ８０７３５ ５１１ １４０７７ ５１６５３３ ６１１８５６ 合計 ０ ３１６４１ ６８９５３ ２１７１０ １２２３０５

３５４１ 自動車部品・同付属品 ８５１９ その他の対事業所サービス
愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計 愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計

愛知県 ０ ３３８１６ ４２９０２９ １５９４９６１ ２０５７８０６ 愛知県 ０ ０ ０ ０ ０
岐阜県 １５９１３３ ０ ８６８０ ５１７６３ ２１９５７７ 岐阜県 ３１５ ０ ４８ ２２２３ ２５８６
三重県 ２５５３７０ ６１７９ ０ ２１５９２０ ４７７４７０ 三重県 １１５７ ６１４ ０ ９６５７ １１４２８
その他県 ９４０４８４ ５２０７６ ２５９４６１ ０ １２５２０２１ その他県 ３２６７６８ １９４１３２ １１４６４５ ０ ６３５５４４
合計 １３５４９８７ ９２０７２ ６９７１７０ １８６２６４５ ４００６８７４ 合計 ３２８２４０ １９４７４６ １１４６９３ １１８８０ ６４９５５９

３６１１ 船舶・同修理 ８６１１ 娯楽サービス
愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計 愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計

愛知県 ０ １ ７ １５５５ １５６３ 愛知県 ０ ３５４３ ２５３０ ４６８５０ ５２９２２
岐阜県 １ ０ ２ ３５ ３９ 岐阜県 ０ ０ １３６７ ３１５３４ ３２９０１
三重県 ３１４ ５ ０ ４９４１ ５２６０ 三重県 ０ １０８６ ０ １６６４７ １７７３３
その他県 １８４２６ １９９９ ８８５２ ０ ２９２７７ その他県 ０ １６４２５ １６０４５ ０ ３２４７０
合計 １８７４１ ２００５ ８８６１ ６５３１ ３６１３８ 合計 ０ ２１０５４ １９９４２ ９５０３０ １３６０２６

３６２１ 鉄道車両・同修理 ８６１２ 飲食店
愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計 愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計

愛知県 ０ １０８０ １６２ ５１１４ ６３５６ 愛知県 ０ ８３００ ９８４６ １４６１２０ １６４２６６
岐阜県 ３６５２ ０ ５６９ １６２５ ５８４６ 岐阜県 ０ ０ ４２７０ ７８９０４ ８３１７５
三重県 ０ ０ ０ ０ ０ 三重県 ０ ４３０４ ０ ８７８１６ ９２１２０
その他県 １３１１１ ８５５３ ７４７ ０ ２２４１１ その他県 ０ ４２５９３ ６９１３０ ０ １１１７２３
合計 １６７６３ ９６３２ １４７８ ６７３９ ３４６１３ 合計 ０ ５５１９６ ８３２４７ ３１２８４０ ４５１２８４

３６２２ 航空機・同修理 ８６１３ 旅館・その他の宿泊所
愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計 愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計

愛知県 ０ ２３３３ ７６ ６６０９８ ６８５０７ 愛知県 ０ ０ ０ ０ ０
岐阜県 ４９５８０ ０ ２２１８ １７５３０４ ２２７１０１ 岐阜県 １９３５３ ０ １３４２４ ３７９０２ ７０６７９
三重県 ４０８１ ５３１ ０ ８６４４ １３２５６ 三重県 ２１７７３ ９９０９ ０ ５８８６６ ９０５４８
その他県 ３４３２１ ２９７４２ ５６１ ０ ６４６２４ その他県 ５６４００ ２９００１ ８９６８０ ０ １７５０８２
合計 ８７９８２ ３２６０６ ２８５４ ２５００４６ 合計 ９７５２６ ３８９１０ １０３１０４ ９６７６８ ３３６３０８

３６２９ その他の輸送機械 ８６１９ その他の対個人サービス
愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計 愛知県 岐阜県 三重県 その他県 合計

愛知県 ０ ２４４３ ５２００ １３４４９８ １４２１４１ 愛知県 ０ ６１４９ ２８３５ １５３６８７ １６２６７１
岐阜県 ３３３２ ０ ３２２３ ７５４８ １４１０３ 岐阜県 ０ ０ １２４ ８３７４ ８４９８
三重県 ９９８８ ４２９ ０ １３５５３ ２３９７０ 三重県 ０ １８ ０ ５３３ ５５１
その他県 ２７３５７ ７８１６ ９６６４ ０ ４４８３８ その他県 ０ ６１４４ ３８７６ ０ １００２０
合計 ４０６７８ １０６８７ １８０８７ １５５６００ ２２５０５２ 合計 ０ １２３１２ ６８３５ １６２５９４ １８１７４０

表５ 推定された地域間交易の例
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２．４ 推計された地域間表

地域間産業連関表は１８５部門で推計を行ったが、それを４県・地域１部門に集約したの

が表６７である。外生部門である粗付加価値、最終需要部門は一つの部門に集約されてい

る。また、最終需要部門については域内最終需要を４県・地域毎に集計している。中間

需要部門と国内最終需要部門の非対角部分はそれぞれの移出入取引を表す。また、この

表は輸入が別掲されている。

３ 東海三県の地域連関

ここでは、この産業連関表を統合大分類３４部門表として集計し、生産波及効果の計算

結果から、地域構造の特徴を検討することにする。この産業連関表は国内需要と輸入需

要が分離されているので、それぞれの需給均衡式は

�
�
���

�
����

���
�
���

�

７ ４地域３２部門の東海地域間産業連関表については、山田の以下のURLのホームページに掲載されている。
http://www.econo.chukyo-u.ac.jp/yamada/

愛知県 岐阜県 三重県 その他県
内生部門
計

愛知県 岐阜県 三重県 その他県 輸出計
移出・調
整

（控除）移
入・調整

県内生産
額

愛知県 ２４．２５ ０．５７ ０．９７ ７．６１ ４１．２９ ２３．４０ ０．３６ ０．３１ ７．４３ ７．９０ ０．００ －０．１９ ７２．５９

岐阜県 ０．８１ ２．６６ ０．１４ ２．０７ ６．２８ ０．３２ ５．５５ ０．１１ １．４１ ０．６０ ０．００ ０．００ １３．６７

三重県 １．２６ ０．２３ ２．９２ ３．４４ ９．１６ ０．２７ ０．１４ ４．５７ １．７１ １．３２ ０．０２ －０．０２ １５．８５

その他県 ９．３３ ２．４０ ３．４０ ３３４．２５ ３９７．０５ ４．３８ １．５４ １．５２ ４３０．２２ ４７．６７ ０．２４ －０．１３ ８３４．８１

輸入 ２．５０ ０．４４ ０．９２ ２９．４８ ３３．３５ １．０７ ０．２７ ０．２３ １９．１６ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

内生部門
計

３８．１５ ６．２９ ８．３５ ３７６．８５ ４８７．１４ ２９．４３ ７．８６ ６．７３ ４５９．９２ ５７．４９ ０．２６ －０．３５ ９３６．９２

粗付加価
値部門計

３４．４４ ７．３８ ７．４９ ４５７．９６ ５０７．２７

県内生産
額

７２．５９ １３．６７ １５．８５ ８３４．８１ ９３６．９２

表６ ４地域間１部門産業連関表

単位：１０億円

２０００年東海３県地域間産業連関表の作成

―６７ ―



と表される。ここで、��は国内財投入係数、��は国内財最終需要、�は輸出、�は生産、

�は輸入、��は輸入財投入係数、��は輸入財最終需要を表す。均衡生産額は次のよう

に求められる。

���������	������ （６）

表７は（６）式におけるレオンチェフ逆行列�������	より求めた地域別部門別生産誘

愛知県 岐阜県

合計 愛知県 岐阜県 三重県
その他
県

その他
県平均

合計 愛知県 岐阜県 三重県
その他
県

その他
県平均

０１ 農林水産業 １．６９６ ８２．４ ０．８ １．３ １５．５ ０．４ １．８５４ ３．２ ６９．４ １．７ ２５．７ ０．６

０２ 鉱業 １．７８９ ８５．０ ０．５ １．６ １２．９ ０．３ １．８１１ ３．４ ７１．６ ３．４ ２１．５ ０．５

０３ 食料品 １．９７３ ７２．９ １．０ １．６ ２４．５ ０．６ ２．０３１ ４．６ ６４．０ １．７ ２９．７ ０．７

０４ 繊維製品 １．９８８ ７５．５ １．８ １．３ ２１．５ ０．５ ２．０６１ ９．０ ５９．５ １．４ ３０．０ ０．７

０５ パルプ・紙・木製品 １．９４５ ７１．１ ２．１ １．０ ２５．８ ０．６ １．９７３ ６．５ ６８．３ １．５ ２３．８ ０．５

０６ 化学製品 ２．０６０ ７１．２ ０．６ ５．５ ２２．７ ０．５ １．９８０ ３．８ ６６．０ ３．５ ２６．７ ０．６

０７ 石油・石炭製品 １．１９７ ９２．７ ０．２ １．３ ５．７ ０．１ １．９０８ ５．３ ６６．２ ７．１ ２１．４ ０．５

０８ 窯業・土石製品 １．８６７ ７９．２ １．５ １．４ １７．９ ０．４ １．８８０ ３．６ ７２．２ ２．０ ２２．２ ０．５

０９ 鉄鋼 ２．４６６ ６３．２ ０．４ ０．５ ３５．９ ０．８ ２．３０４ １３．０ ５４．０ ０．９ ３２．１ ０．７

１０ 非鉄金属 １．６２２ ８４．５ ０．６ １．０ １３．９ ０．３ １．８１６ ３．４ ６９．６ ４．５ ２２．５ ０．５

１１ 金属製品 ２．００３ ７６．４ ０．７ ０．８ ２２．１ ０．５ １．９６０ ７．９ ６２．９ １．１ ２８．１ ０．６

１２ 一般機械 ２．１６１ ７０．９ １．６ １．８ ２５．８ ０．６ ２．０９８ ７．４ ６０．０ １．４ ３１．１ ０．７

１３ 電気機械 ２．２０３ ６５．０ １．７ ４．０ ２９．３ ０．７ ２．２０１ ４．５ ５８．０ ３．７ ３３．８ ０．８

１４ 輸送機械 ２．７９７ ７１．８ １．７ ２．７ ２３．８ ０．５ ２．２８７ ９．５ ５６．９ １．９ ３１．７ ０．７

１５ 精密機械 １．９８９ ７２．６ １．４ ２．０ ２４．０ ０．５ １．９０７ ６．３ ６５．２ ２．１ ２６．４ ０．６

１６ その他の製造工業製品 ２．０８４ ７０．３ １．７ ２．９ ２５．１ ０．６ ２．１３５ ６．４ ５７．４ ３．５ ３２．８ ０．７

１７ 建設 １．８８３ ７６．７ １．３ １．２ ２０．９ ０．５ １．９１２ ４．８ ６６．９ １．５ ２６．８ ０．６

１８ 電力・ガス・熱供給 １．５９９ ８７．１ ０．４ １．１ １１．４ ０．３ １．６５９ １．８ ８１．３ １．２ １５．７ ０．４

１９ 水道・廃棄物処理 １．６９２ ８５．１ ０．７ １．１ １３．１ ０．３ ２．０４４ ３．５ ７０．３ １．９ ２４．３ ０．６

２０ 商業 １．４９２ ８９．６ ０．３ ０．４ ９．６ ０．２ １．２８６ １．１ ８８．１ ０．５ １０．３ ０．２

２１ 金融・保険 １．５３２ ８７．９ ０．４ ０．４ １１．４ ０．３ １．４２３ １．４ ８３．２ ０．４ １５．０ ０．３

２２ 不動産 １．２２７ ９４．４ ０．１ ０．２ ５．３ ０．１ １．３２３ ０．８ ９０．８ ０．３ ８．１ ０．２

２３ 運輸 １．６４８ ８６．６ ０．４ １．１ １１．９ ０．３ １．６５５ ２．３ ７７．８ ２．０ １７．９ ０．４

２４ 通信・放送 １．７２９ ８８．４ ０．４ ０．４ １０．８ ０．２ １．５２４ １．３ ８１．５ ０．５ １６．７ ０．４

２５ 公務 １．６６１ ８５．４ １．４ ０．８ １２．４ ０．３ １．３４９ １．９ ８３．５ ０．８ １３．８ ０．３

２６ 教育・研究 １．４５８ ８８．０ ０．６ ０．７ １０．７ ０．２ １．４８１ ２．６ ８０．９ １．０ １５．５ ０．４

２７ 医療・保健・社会保障・介護 １．７０２ ７５．６ １．２ １．３ ２１．９ ０．５ １．７５２ ４．３ ６９．３ １．５ ２４．８ ０．６

２８ その他の公共サービス １．５７９ ８５．９ ０．７ ０．６ １２．８ ０．３ １．６４４ ３．６ ７５．２ １．０ ２０．３ ０．５

２９ 対事業所サービス １．７３１ ８２．５ ０．８ １．０ １５．７ ０．４ １．７９５ ４．５ ７０．９ １．１ ２３．６ ０．５

３０ 対個人サービス １．４８５ ８８．５ ０．５ ０．８ １０．２ ０．２ １．４９１ ２．４ ８１．４ １．１ １５．１ ０．３

３１ 飲食店 １．９１９ ７５．７ ０．８ １．１ ２２．４ ０．５ １．９３９ ６．６ ６５．１ １．３ ２７．０ ０．６

３２ 旅館・その他の宿泊所 １．７８４ ８０．９ ０．７ ０．９ １７．５ ０．４ １．８３０ ４．３ ７２．４ １．２ ２２．１ ０．５

３３ 事務用品 ２．７１４ ５８．４ ３．４ ２．１ ３６．１ ０．８ ２．７４８ １２．５ ４５．９ ２．６ ３８．９ ０．９

３４ 分類不明 １．５００ ８６．５ ０．７ ０．９ １１．９ ０．３ １．６２４ １．９ ８４．０ ０．９ １３．２ ０．３

表７ 地域別生産誘発係数とその地域構成比
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発係数とその地域構成比を示すものである。表では、愛知県、岐阜県、三重県、および

その他県の部門別最終需要が１単位増加したとき、各県・地域にもたらされる生産誘発

額の合計とその地域構成比が示されている。地域構成比の最終欄にはその他県合計を４４

で割った１県当たり平均値も参考として載せている。

仮設部門である事務用品と、分類不明を除く部門について比較すると、愛知県では輸

送機械部門全体の生産誘発額が２．７９７と最も高く、次いで鉄鋼部門２．４６６となっている。そ

三重県 その他県

合計 愛知県 岐阜県 三重県
その他
県

その他
県平均

合計 愛知県 岐阜県 三重県
その他
県

その他
県平均

０１ 農林水産業 １．７１９ ３．１ ０．５ ７１．８ ２４．６ ０．６ １．７２３ １．２ ０．３ ０．４ ９８．１ －

０２ 鉱業 １．８２３ ２．６ ０．８ ７４．８ ２１．７ ０．５ １．８０１ ０．９ ０．２ ０．５ ９８．４ －

０３ 食料品 ２．１０５ ４．１ ０．７ ６１．８ ３３．５ ０．８ １．９６５ １．３ ０．３ ０．６ ９７．８ －

０４ 繊維製品 ２．１２３ ８．１ １．２ ５７．１ ３３．６ ０．８ ２．０６８ ４．８ １．５ １．０ ９２．７ －

０５ パルプ・紙・木製品 １．９９３ ４．９ １．１ ６２．１ ３１．８ ０．７ ２．０３８ １．４ ０．６ ０．７ ９７．３ －

０６ 化学製品 ２．２０７ ３．７ ０．４ ６４．７ ３１．２ ０．７ ２．１６９ １．１ ０．３ １．２ ９７．５ －

０７ 石油・石炭製品 １．１５１ ０．７ ０．１ ９２．５ ６．７ ０．２ １．２１９ ０．３ ０．１ ０．３ ９９．４ －

０８ 窯業・土石製品 １．９１０ ３．４ ０．９ ６８．７ ２７．０ ０．６ １．９３６ １．１ ０．４ ０．６ ９７．８ －

０９ 鉄鋼 ２．１４２ １０．７ ０．７ ５８．６ ３０．０ ０．７ ２．４８８ １．０ ０．２ ０．３ ９８．６ －

１０ 非鉄金属 １．８３４ ３．７ ０．８ ６７．０ ２８．４ ０．６ １．７７２ １．０ ０．３ １．０ ９７．７ －

１１ 金属製品 ２．０２５ ８．６ １．４ ５９．６ ３０．５ ０．７ ２．０２３ １．５ ０．３ ０．５ ９７．７ －

１２ 一般機械 ２．１７５ ６．９ １．３ ５８．４ ３３．５ ０．８ ２．１１６ ２．４ ０．５ ０．７ ９６．４ －

１３ 電気機械 ２．０２９ ４．２ １．２ ６０．７ ３３．９ ０．８ ２．１１３ １．９ ０．５ １．２ ９６．４ －

１４ 輸送機械 ２．８１７ ２３．５ １．３ ４１．５ ３３．６ ０．８ ２．７０５ ７．８ ０．７ １．４ ９０．１ －

１５ 精密機械 １．９４７ ８．３ １．０ ６１．２ ２９．５ ０．７ １．９１４ １．６ ０．４ ０．７ ９７．３ －

１６ その他の製造工業製品 ２．１３１ ５．４ １．０ ５９．９ ３３．８ ０．８ ２．０４５ １．７ ０．５ １．２ ９６．６ －

１７ 建設 １．９１３ ４．９ １．２ ６５．１ ２８．９ ０．７ １．９１３ １．７ ０．５ ０．７ ９７．０ －

１８ 電力・ガス・熱供給 １．６０２ １．９ ０．４ ７９．７ １８．０ ０．４ １．５６６ ０．５ ０．１ ０．３ ９９．１ －

１９ 水道・廃棄物処理 １．６０６ ２．１ ０．５ ８０．７ １６．６ ０．４ １．６１５ ０．７ ０．２ ０．４ ９８．７ －

２０ 商業 １．４５７ １．５ ０．６ ８２．７ １５．１ ０．３ １．４５９ ０．５ ０．１ ０．２ ９９．２ －

２１ 金融・保険 １．５２９ １．５ ０．５ ７９．８ １８．２ ０．４ １．５１６ ０．５ ０．１ ０．２ ９９．３ －

２２ 不動産 １．２２８ ０．６ ０．２ ９２．２ ７．０ ０．２ １．２３１ ０．２ ０．１ ０．１ ９９．６ －

２３ 運輸 １．５９７ ２．０ ０．７ ８０．２ １７．２ ０．４ １．５８４ ０．７ ０．１ ０．３ ９８．８ －

２４ 通信・放送 １．６０６ １．３ ０．５ ８２．８ １５．４ ０．４ １．６３３ ０．４ ０．１ ０．２ ９９．３ －

２５ 公務 １．５７５ ２．７ ０．７ ７８．３ １８．３ ０．４ １．５９９ １．２ ０．５ ０．４ ９８．０ －

２６ 教育・研究 １．３０９ １．６ ０．４ ８６．９ １１．１ ０．３ １．３７０ ０．５ ０．１ ０．２ ９９．１ －

２７ 医療・保健・社会保障・介護 １．６８６ ３．７ ０．６ ７１．１ ２４．５ ０．６ １．６８６ ０．９ ０．３ ０．５ ９８．３ －

２８ その他の公共サービス １．５８６ ３．０ ０．９ ７６．７ １９．４ ０．４ １．５７６ ０．８ ０．２ ０．３ ９８．７ －

２９ 対事業所サービス １．７１２ ６．２ ０．７ ７０．３ ２２．８ ０．５ １．６９４ １．５ ０．２ ０．４ ９７．９ －

３０ 対個人サービス １．４７３ １．９ ０．６ ８２．２ １５．２ ０．３ １．４８６ ０．６ ０．２ ０．３ ９８．９ －

３１ 飲食店 １．９００ ５．６ ０．９ ６６．６ ２６．８ ０．６ １．８７３ １．２ ０．３ ０．４ ９８．１ －

３２ 旅館・その他の宿泊所 １．７８５ ３．７ ０．８ ７３．５ ２２．１ ０．５ １．７７６ ０．９ ０．３ ０．３ ９８．５ －

３３ 事務用品 ２．７７４ １０．７ １．７ ４６．６ ４１．０ ０．９ ２．７５０ ２．６ ０．９ ０．９ ９５．７ －

３４ 分類不明 ２．１７３ ２．４ ０．７ ７５．４ ２１．４ ０．５ ２．１２０ ０．８ ０．３ ０．４ ９８．６ －

表７ 地域別生産誘発係数とその地域構成比（続き）
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の他では電気機械２．２０３、一般機械２．１６１、その他の製造工業品２．０８４、化学製品２．０６０、金

属製品２．００３の部門の効果が大きいことがわかる。

岐阜県では、最も大きい部門は鉄鋼２．３０４であり、製造工業品では輸送機械２．２８７、電気

機械２．２０１、その他の製造工業品２．１３５、一般機械２．０９８、繊維製品２．０６１、食料品２．０３１が

次いでおり、それ以外では水道・廃棄物処理２．０４４が比較的大きい。

三重県では、輸送機械２．８１７が最大の効果となり、化学２．２０７、一般機械２．１７５、鉄鋼

２．１４２、繊維製品２．１２３、その他製造工業品２．１３１、食料品２．１０５、電気機械２．０２９、金属製

品２．０２５が大きい。

図１から図３は表６の東海３県別の地域構成比を当該県、当該県を除く東海地域、そ

の他県にわけて図示したものである。どの県も、農林水産業、鉱工業のほうが第３次産

業より他県・地域への波及が大きい。また愛知県より岐阜県、三重県のほうが他県・地

域への波及が大きいことがわかる。言い換えれば、岐阜県や三重県は他の県の生産に依

存する割合が大きい。製造業の中では、石油・石炭製品部門の域外漏出は低く、逆に鉄

鋼、輸送機械部門の需要の域外漏出は大きい。

東海三県への生産誘発額の地域構成比をみると、愛知県が岐阜県、三重県に及ぼす割

合よりも、岐阜県、三重県が愛知県に与える影響のほうが、相対的には大きいことがわ

かる。特に、岐阜県の鉄鋼、三重県の鉄鋼、輸送機械で大きい。図４、図５は愛知県と

岐阜県および愛知県と三重県の影響の仕方についてそれぞれの当該県の部門別生産誘発

図１ 生産誘発額の地域構成（愛知県）
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係数を比べたものである。ただし、作図のため一方を負の値に反転している。部門によっ

ても異なるが、愛知県から各県よりも、岐阜県から愛知県、三重県から愛知県のほうが、

影響が大きく、特に輸送機械の三重県から愛知県への影響が顕著であることがわかる。

化学、電気機械、輸送機械の部門は三重県の産業構造の代表的部門であり、これらの部

門の愛知県から三重県の影響があることも読み取れる。

図６から図８は、各県・地域の最終需要のもたらす部門別生産誘発額を表す。図６よ

り愛知県の生産額は輸送機械部門において秀でているが、そのおよそ半分は愛知県にお

図２ 生産誘発額の地域構成（岐阜県）

図３ 生産誘発額の地域構成（三重県）
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ける最終需要に起因するものであり、残りの半分が愛知県以外の地域の最終需要による

ものである。なお、この部門の愛知県の最終需要というのは、愛知県からの輸出に起因

する割合が大半を占める。一般機械や電気機械、食料、鉄鋼、その他の製造工業品の生

産でも、生産規模は輸送機械ほどではないが、同様におよそ半分が愛知県の最終需要、

半分がその他県の最終需要によってもたらされている。それ以外の工業製品は域外最終

図４ 生産誘発額の地域間波及（愛知・岐阜）

図５ 生産誘発額の地域間波及（愛知・三重）
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需要の割合が大きいと言える。第３次産業の各部門についてみると、商業、運輸および

対事業所サービスを別にすると、これらの部門の生産は概ね愛知県の最終需要に依存す

ることがわかる。

図７は、岐阜県の生産誘発額を表す。ここで製造工業品関係部門についてはその他地

域の最終需要に由来する生産誘発額のしめる割合が大きいことと、愛知県の最終需要に

よる影響が大きいことが分かる。図４では、岐阜県の各部門１単位の最終需要がもたら

す影響が、愛知県の各部門１単位の最終需要がもたらす影響より大きいという傾向が

あったが、実際には愛知県の経済規模は岐阜県より大きく、岐阜県の各部門の生産は愛

知県の最終需要の影響力が大きいことになる。特に、一般機械、電気機械、輸送機械な

どで顕著である。

図８は、三重県の生産誘発額を表す。三重県の場合、食料品、化学、石油石炭、窯業

土石、非鉄金属、金属製品、電気機械、輸送機械、その他鉱業品などで、その他県の最

終需要に対する反応が大きい。また、一般機械、電気機械、輸送機械、化学、石油石炭

などの部門で愛知県の最終需要に対する反応が大きいことが分かる。これらのことか

ら、岐阜県や三重県は愛知県の経済に依存する割合が高く、その分愛知県の需要変化の

影響を受やすいことになる。

図６ 最終需要の生産誘発額（愛知県）
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図７ 最終需要の生産誘発額（岐阜県）

図８ 最終需要の生産誘発額（三重県）
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４ 消費内生モデルによる波及効果

ここでは、誘発された付加価値が消費に影響を及ぼす消費内生モデルを考える。その

ため、域内最終需要を消費�とそれ以外�に分ける。

������

また、付加価値�は次のように定義され、

����
�

�

消費ベクトルは、

������

と表される８。ここで、付加価値は実際には消費に関わる部門のみとなる９。また���は付

加価値率横ベクトル、��は消費の部門への配分係数ベクトル、��は消費性向１０を表す。

これらを整理し、生産と付加価値で解くと、
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となる。ただし、���	�����	�
�������とおく。従って、
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����������
�
�	�
���������

８ 実際には消費を４地域別に捉える必要があるので、それぞれの地域に対応して、消費ベクトルは４つ定義
され、消費配分行列��はそれらの消費ベクトルから構成される。また、付加価値も地域ごとに対応した４つ
の付加価値ベクトルがあり、付加価値率行列���はそれらのベクトルを要素とする。また、消費性向の行列
cは消費性向を対角要素とする４×４の対角行列となる。

９ ここでは、付加価値部門の内、雇用者所得のみを消費の発生源とした。
１０ ここで消費性向（消費転換率）は、各県の家計調査データの消費率を与えた。愛知県０．６３２４、岐阜県０．６２８２、
三重県０．６１３４、その他０．６４７８である。
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������� （７）

ただし、���������	��������	
����	���������	とする１１。ここで、第１項が第１次

波及効果、第２項が消費内生効果となる。また、
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となる１２。従って、（７）式は、
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と同等である１３。

表８は消費内生モデルにおける地域別生産誘発係数とその地域構成比を表す。消費内

生モデルは表７の地域別生産誘発額に対して、さらにそこから発生する付加価値の一部

が消費需要を通じて新たな生産を引き起こす要因を考慮しているため、その分生産誘発

係数が大きくなっている。愛知県の輸送機械では２．７９７が３．４３６となっている。図９から図

１１はそれぞれ愛知県、岐阜県、三重県の消費内生モデルにおける生産誘発係数を、第１

次波及効果と消費内生効果に分けて示したものである。一般に、製造工業品部門の方が

付加価値率が低いので、消費の内生効果は小さめに、サービス部門は大きめにでる。そ

れでも第１次生産誘発効果の順位を大きく変更するまでではない。愛知県の第１次・消

費を合わせた総合の生産誘発効果のほうが、岐阜県や三重県の効果よりも大きいという

傾向にある。

１１ 付加価値は、���	���������	�����となる。
１２ ２行目から３行目の展開については、������������	
����	��	������������	
������	が成り立つ。
１３ これらの関係式は、������
����より、

���������	�
�������������	�
���
�
������

従って、������������	
������	�������	�����が得られる。また、
������
����	����
������	����
���

�
�����

より、��������
������	�����が得られる。
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図１２～１４は生産誘発額の地域構成を表す。一般に、消費財の調達は広域となるので、

当該地域の自給率が低下し、近隣県や他県からの移入率が増加することになる。図を見

ると、特に愛知県に比べて岐阜県、三重県ではその傾向が強い。愛知県では７０‐８０％程度

が愛知県内に生産誘発額をもたらすが、岐阜県、三重県では５０‐７０％程度が自県の生産誘

愛知県 岐阜県 三重県

合計 当該県
東海
その他

その他
県

合計 当該県
東海
その他

その他
県

合計 当該県
東海
その他

その他
県

０１ 農林水産業 ２．０３３ ７６．７ ２．４ ２１．０ ２．３２９ ６０．９ ６．２ ３２．９ ２．３２９ ６３．１ ４．９ ３２．０

０２ 鉱業 ２．３０１ ７８．２ ２．４ １９．４ ２．２３９ ６２．９ ７．７ ２９．４ ２．２３９ ６４．４ ４．９ ３０．６

０３ 食料品 ２．４４０ ６７．６ ２．８ ２９．７ ２．５２８ ５６．４ ７．４ ３６．３ ２．５２８ ５３．６ ５．９ ４０．４

０４ 繊維製品 ２．６４３ ６８．９ ３．２ ２７．８ ２．７１０ ５１．２ １１．３ ３７．５ ２．７１０ ４８．５ １０．１ ４１．３

０５ パルプ・紙・木製品 ２．５１９ ６５．３ ３．２ ３１．５ ２．５２０ ５９．２ ９．０ ３１．７ ２．５２０ ５３．０ ７．２ ３９．８

０６ 化学製品 ２．５９４ ６５．８ ５．８ ２８．４ ２．５０８ ５７．６ ８．２ ３４．２ ２．５０８ ５６．９ ５．２ ３７．８

０７ 石油・石炭製品 １．２８４ ８９．８ １．７ ８．５ ２．３４２ ５９．０ １２．４ ２８．６ ２．３４２ ８８．５ １．４ １０．１

０８ 窯業・土石製品 ２．４８４ ７２．３ ３．１ ２４．６ ２．４８７ ６１．９ ７．０ ３１．１ ２．４８７ ５８．３ ５．８ ３５．９

０９ 鉄鋼 ３．０２２ ５８．８ １．３ ３９．９ ２．９１９ ４７．６ １４．１ ３８．３ ２．９１９ ５０．４ １１．７ ３７．９

１０ 非鉄金属 １．９８２ ７８．２ ２．０ １９．８ ２．２８７ ６０．９ ８．７ ３０．４ ２．２８７ ５７．７ ５．８ ３６．４

１１ 金属製品 ２．６５０ ７０．２ １．９ ２７．９ ２．６２６ ５４．３ ９．８ ３５．９ ２．６２６ ５０．８ １０．６ ３８．６

１２ 一般機械 ２．８４７ ６４．９ ３．５ ３１．６ ２．７６９ ５１．７ ９．８ ３８．５ ２．７６９ ４９．７ ９．０ ４１．３

１３ 電気機械 ２．８４３ ５９．５ ５．５ ３５．０ ２．８４１ ５０．１ ９．０ ４０．９ ２．８４１ ５１．８ ６．６ ４１．７

１４ 輸送機械 ３．４３６ ６６．１ ４．４ ２９．５ ２．９９３ ４９．４ １１．８ ３８．８ ２．９９３ ３６．２ ２３．７ ４０．０

１５ 精密機械 ２．７２１ ６６．０ ３．５ ３０．５ ２．５８７ ５５．５ ９．５ ３５．０ ２．５８７ ５１．１ １０．３ ３８．６

１６ その他の製造工業製品 ２．６９２ ６４．７ ４．５ ３０．９ ２．７５３ ４９．６ １０．５ ３９．９ ２．７５３ ５１．３ ７．４ ４１．２

１７ 建設 ２．６３３ ６９．６ ２．７ ２７．７ ２．５７５ ５７．０ ７．６ ３５．３ ２．５７５ ５４．１ ７．４ ３８．５

１８ 電力・ガス・熱供給 １．９４８ ８０．９ １．８ １７．３ １．９６６ ７２．９ ４．１ ２３．０ １．９６６ ７０．０ ３．７ ２６．３

１９ 水道・廃棄物処理 ２．３６７ ７６．９ ２．２ ２０．９ ２．６３１ ６０．７ ６．７ ３２．７ ２．６３１ ６６．４ ４．９ ２８．７

２０ 商業 ２．２３６ ７９．４ １．５ １９．１ ２．０１２ ７０．３ ４．９ ２４．８ ２．０１２ ６５．３ ５．０ ２９．７

２１ 金融・保険 ２．０５５ ７９．６ １．３ １９．１ １．９４８ ７０．２ ４．１ ２５．７ １．９４８ ６５．７ ４．３ ３０．１

２２ 不動産 １．３６９ ９０．０ ０．６ ９．４ １．４６４ ８４．９ １．９ １３．２ １．４６４ ８６．２ １．７ １２．１

２３ 運輸 ２．３３１ ７７．９ ２．０ ２０．１ ２．３１１ ６５．４ ６．１ ２８．５ ２．３１１ ６５．６ ４．９ ２９．５

２４ 通信・放送 ２．２７１ ８０．５ １．３ １８．２ ２．００３ ６９．８ ３．８ ２６．４ ２．００３ ６９．５ ３．９ ２６．７

２５ 公務 ２．６６４ ７５．３ ２．６ ２２．１ ２．１１４ ６６．９ ５．６ ２７．５ ２．１１４ ６０．８ ６．１ ３３．１

２６ 教育・研究 ２．４３８ ７６．７ ２．０ ２１．３ ２．３９５ ６４．３ ６．４ ２９．３ ２．３９５ ６３．８ ５．８ ３０．４

２７ 医療・保健・社会保障・介護 ２．５１９ ６８．７ ２．８ ２８．５ ２．５７１ ５８．０ ７．６ ３４．５ ２．５７１ ５７．６ ６．４ ３５．９

２８ その他の公共サービス ２．４１７ ７６．２ １．９ ２１．９ ２．４６３ ６１．７ ６．７ ３１．６ ２．４６３ ６１．０ ６．２ ３２．８

２９ 対事業所サービス ２．３７１ ７４．７ ２．２ ２３．１ ２．４１９ ６０．３ ７．１ ３２．６ ２．４１９ ５８．２ ８．２ ３３．６

３０ 対個人サービス ２．０１０ ８０．２ １．８ １８．０ ２．００６ ６９．３ ５．４ ２５．３ ２．００６ ６８．４ ４．７ ２６．９

３１ 飲食店 ２．５５８ ６９．６ ２．２ ２８．２ ２．５５８ ５６．３ ９．０ ３４．８ ２．５５８ ５６．２ ７．８ ３５．９

３２ 旅館・その他の宿泊所 ２．３９３ ７３．８ ２．０ ２４．２ ２．４２２ ６２．２ ７．０ ３０．８ ２．４２２ ６１．７ ６．１ ３２．２

３３ 事務用品 ３．３０８ ５３．０ ５．３ ４１．７ ３．３４１ ３９．２ １５．６ ４５．２ ３．３４１ ３９．４ １２．９ ４７．７

３４ 分類不明 ２．１６８ ７７．６ ２．１ ２０．４ ２．３７７ ６９．１ ５．４ ２５．５ ２．３７７ ６４．６ ４．６ ３０．７

表８ 地域別生産誘発係数とその地域構成比

（消費内生モデル）
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図９ 生産誘発係数（愛知県・消費内生）

図１０ 生産誘発係数（岐阜県・消費内生）
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発額となっている。また、愛知県の生産誘発額も１０‐２０％程度あることがわかる。特に、

三重県の輸送機械部門の場合は、愛知県への依存の割合が高く２０％を越える。

図１１ 生産誘発係数（三重県・消費内生）

図１２ 生産誘発額の地域構成（愛知県）
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５ まとめ

この論文では、愛知県、岐阜県、三重県、およびその他県の２０００年４地域間産業連関

表の作成方法について説明し、推計された産業連関表から読み取ることが出来る東海３

県の地域構造や地域間の相互依存関係の特徴について検討した。県産業連関表をベース

とした地域間産業連関表が地域の相互依存関係を分析するのに有用なことが分かる。実

際、この地域間産業連関表は、「F１の経済効果」（２００９）、「中部国際空港開港後の経済効

果」（２００９）などに応用されている。

図１３ 生産誘発額の地域構成（岐阜県）

図１４ 生産誘発額の地域構成（三重県）
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県表をベースとした地域間表の作成する場合には、２つの点を考慮する必要がある。

第１は、各都道県産業連関表の部門の定義と部門概念が必ずしも同一ではないことであ

り、その調整を可能な限りする必要がある。第２は地域間の交易マトリックスの推計で

ある。推計には、出来るだけ地域間交易に関する１次統計を利用することが望ましい。

今回は県間交易情報の初期値として同年の経済産業省「商品流通調査」を利用していな

いが、できればその利用が望ましい。しかし、この場合でも、サービス交易の初期値情

報をどう与えるかが課題となる。

地域間表を作成する場合、東京都産業連関表において試みられているように、本社機

能の役割を明示的に考慮すること、経済産業省地域間表で試みられているように、付加

価値部門の生産要素の地域間移動に伴う所得移転の問題をモデルの中で明示的に捉える

ことも重要である。これらの点は今後の課題として残されている。

このような地域間表の作表は都道府県表の精度向上にも貢献する。実際、今回の作表

過程でいくつかの移出入部門において３県の間で整合的でないことが明らかとなった。

また、愛知県の産業連関表では、第３次産業関連部門において純移出の値が正の場合は

移出に、負の場合は移入に置かれているケースが見られ、これは岐阜県、三重県とは異

なる対応となっていることがわかった。県表と経産省地域表とでは部門分割・概念が異

なるため注意を要するが、このような都道府県表や経済産業省地域表との比較もまた有

用な情報を提供すると考えられる。
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